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自動車産業を中心に製造業が集積する東海地方は、輸

出への依存が非常に強い経済構造を有している。このため、

サブプライムローン問題をきっかけとした昨年秋以降の世

界経済の低迷は、東海地方の経済に深刻な影を落として

いる。 

“大恐慌以来”とも言われる今回の景気低迷は、これまで

好調さの陰に隠れていた東海経済の問題点を白日の下に

晒した。それは、東海経済の好調さが、実は多くの「経済移

民」によって支えられていたということである（なお本稿での

経済移民とは「より多くの雇用機会や高い所得を求めるな

どの経済的動機で国内外からを問わず居住地を移動する

者」をいう）。東海地方の製造現場では、多くの外国人や九

州・沖縄など東海地方以外からやってきた人 を々、派遣･請

負社員、期間従業員などの非正規雇用者として雇い入れ

ていた。今回の景気低迷による急激な生産の落ち込みで、

彼らは雇用の調整弁とされ、ほんのわずかな期間にその相

当部分が職を失ったと言われる。 

ところで、戦後の東海地方を振り返ると、経済移民が東海

地方に流入したのは最近だけではない。わが国では高度

経済成長期に、地方から東京をはじめとする大都市へと人

口が大量に移動した。東海地方でも、高度経済成長期に

は域外から350万人以上が転入し、転出者を差し引いた転

入超過者数も、人口の1割にあたる約70万人に達した。こ

のような人口流入の主役であったのが、地方からの集団就

職者である。 

ただ、同じ東海地方への経済移民でありながら、かつて

の集団就職者と、近年の国内外からの流入者では大きな

違いがある。そこで本稿では、東海地方へと経済移民が流

入した歴史を概観し、かつての集団就職者と近年の経済

移民を対比させた上で、今日、後者についてみられるように、

経済移民が行政や地域社会から省みられなくなる“棄民化”

の問題点を指摘し、それを防ぐための方策についてもあわ

せて考えていくこととしたい。 

（なお、次章（第2章）では、本論を進めるにあたっての入

り口として戦後の東海地方への人口流入の歴史を概説し

ているが、ここは基本的にデータに基づいた事実の説明が

中心であり、この部分について大まかな流れを掴んでいる

方にあっては、本文は読み飛ばして図表のみに目を通して

いただくだけでも本稿全体の理解には差し支えない）。 
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要旨 

● 戦後、東海地方の人口の社会動態を振り返ると、①高度経済成長期の集団就職者、②バブル

期前後に人・モノ・カネ・情報が大都市に集中した時期の地方流入者、③90年代以降にブラジ

ルなどから働きに来た外国人労働者、④近年の“元気なナゴヤ”に全国から集まった非正規雇

用者、と4度の「経済移民」の流入があった。 

 

● 東海地方に流入した経済移民は、時代によって、「70年代前半までの正規雇用中心の集団就

職者」と、「90年代以降の非正規雇用中心の外国人労働者と国内流入者」の2種類に大別

できる。 

 

● このうち、東海地方への集団就職者は、就職先の規模や業種で地元出身者との格差が小さく、

東京への集団就職者に比べて経済的に恵まれていた。このため、結婚し、住居を構え、子どもを

持つことで地域にしっかりと定着し、東海地方の経済成長に寄与した。 

 

● 一方、その後に東海地方へ流入した外国人労働者や国内からの非正規雇用者は、賃金の低さ

や雇用の不安定さなどのために、以前から東海地方で暮らす人々より経済的に劣位に置かれた。

彼らは、地域社会から隔絶され、行政の保護からも外れて“棄民化”が進んでいる。経済移民の

棄民化は、貧困の増加、出生率の低下、人材供給力の低下、治安の悪化など、東海地方にさま

ざまな弊害をもたらす可能性がある。 

 

● 東海地方の将来のためには、経済移民の棄民化を放置できない。そのためには、外国人などの

非正規雇用経済移民との間に横たわる「雇用形態」、「言葉」、「意識」の3つの壁を取り除か

なければならない。東海地方は、地元の人も、域外からの経済移民も、外国人も、それぞれが混

ざり合って、お互いの間に壁のない「多文化混生社会」を目指すべきである。 
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図表1は、1955年以降の東海地方の「転入超過率」（人

口千人あたりの転入超過者数）と、1984年以降の「外国人

増加率」（人口千人あたりの外国人登録者数の増加数）を

表している。これをみると、東海地方においては過去に4度

の人口流入期があったことがわかる。 

 

（1）第Ⅰ期：大量の集団就職者が流入した 
　  「高度経済成長期」 
東海地方が戦後初めて大きな人口流入を経験したのは、

1955年から1973年までの「高度経済成長期」である（図

表1のⅠ）。 

第二次世界大戦の敗戦で壊滅的な打撃を受けたわが

国の経済は、極端なモノ不足と激しいインフレに見舞われ

て混乱を極めた。しかし、1950年に始まった朝鮮戦争によ

る特需をきっかけに急速に回復し、1973年に第一次オイル

ショックが起こるまで、実質ベースで年平均10%近い経済

成長を果たした。これが高度経済成長である。 

高度経済成長期の大都市圏への人口流入は、その後

の人口流入に比べて圧倒的に規模が大きかった。人口流

入の規模を表す転入超過率は、首都圏の場合、ピーク時

には人口千人あたり20人を超え、つまり転入出だけで人口

が1年に2%以上も増えていた（図表2）。東海地方の転入

超過率は首都圏の半分に満たないが、愛知県に限れば首

都圏の約6割で、京阪神並みの人口流入があった。 

高度経済成長は、わが国が大量生産・大量消費型社会

になったことによりもたらされたものであるが、生産力としても、

また購買力としても、大量生産・大量消費型社会の重要な

担い手となったのが、地方から大都市に流入した集団就

職者である（注1）。 

集団就職とは、高度経済成長期に東京・大阪・名古屋な

ど大都市圏の企業（ならびに地域・業種単位の中小零細

企業団体）が、地方の新規学校卒業者（主に中卒者）を学

校や職業安定所を通じて採用し、採用した企業・団体が特

別編成の「集団就職列車」で到着した彼らを駅で引き取る

という一連のプロセスを表した言葉である（注2）。 

実際に集団就職を経験したのは、1956年から1970年ま

での間に中学を卒業した、1941年から1955年生まれの人々

が中心である（以下「集団就職世代」）（注3）。1955年と

1970年を比べて、この世代の人口が地域別にどのように

変化したかをみると、首都圏では471万人から775万人へ

65%も増加している（図表3）。東海地方では220万人から

252万人へ15%の増加にとどまっているが、愛知県だけを

みると120万人から167万人へ39%増加しており、東海地方

（人／人口千人） 

（年） 

（注）・東海地方は愛知、岐阜、三重の３県。 
　　・転入超過率は人口千人あたりの転入超過者数。 
　　・外国人増加率は、人口千人あたりの東海３県の外国人登録者総数の対前年増減数で、転入超過率とは異なり出生･死亡による自然増減を含む。 
　　・外国人増加率は、データの制約から1984年以降のみ表示したが、5年毎の国勢調査でも1984年以前には東海３県の外国人数に大きな変化は見られないことから、これ以前に 
         外国人について目立った流入出はなかったと思われる。 
出所：総務省「住民基本台帳人口移動報告」、法務省「在留外国人統計」他をもとに共立総合研究所作成 

図表1 東海地方の転入超過率と外国人増加率 
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（注）・地域区分は次のとおり。 
   　   首都圏： 東京都，神奈川県，埼玉県，千葉県  東海： 愛知県，岐阜県，三重県 
   　   京阪神： 大阪府，兵庫県，京都府，奈良県 
　　 ・愛知は東海3県以外との間の転入超過率（1958年以前はデータなし） 
出所： 総務省「住民基本台帳人口移動報告」をもとに共立総合研究所作成 

（注） 東海地方は愛知、岐阜、三重の３県。    
出所： 総務省「国勢調査」をもとに共立総合研究所作成   
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への人口流入が愛知県に集中していたことがわかる。一方、

集団就職者を送り出す側の四国や九州沖縄、東北では集

団就職世代の人口が3割以上減少している。 

また、それぞれの大都市圏で集団就職者の送出地域に

は特徴がある。図表4は、1962年に中学・高校を卒業した

集団就職者の、受入地域別の送出地域の構成比であるが、

京浜地域（東京・神奈川）は東北から、阪神地域（大阪・兵

庫）は九州を中心に中国、四国など西日本全域から、そして

愛知県は九州からの集団就職者が多い。さらに、図表5は、

データを確認できる中では最も古い1965年度に中学を卒

業し愛知県で就職した人について、男女別に出身地域の

構成比を表している。これをみると、愛知県で就職した人

の中で愛知県内の出身者は男性で4割、女性で3割に過ぎ

ず、この当時、愛知県は県内出身者だけでは労働力が大

幅に不足していたことが窺える。なお、県外出身者の割合

は女子の方が高いが、これは、愛知県では繊維産業が女

子の集団就職者を大量採用していたことによるもので、中

学卒業者全体の就職者数も女子（32,174人）が男子（22,569

人）を大幅に上回っていた。 

 

（2）第Ⅱ期：“人・モノ・カネ・情報”の大都市集中が 
　   顕著になった「大都市ブーム期」 
東海地方にとっての2度目の人口流入は、1985年から

1992年までの「大都市ブーム期」である（図表1のⅡ）。こ

の期間の後半にはいわゆるバブル時代が含まれ、後述する

「外国人労働者流入期」（1990年～2007年、図表1のⅢ）

とも重なる。 

この2度目の人口流入期をここでは大都市ブーム期と名

付けたが、あるいは「東京一極集中期」と呼んだ方が実態

を表しているかもしれない（注4）。それというのも、三大都市圏

の中でこの時期に人口の流入が顕著であったのは首都圏

だけで、東海地方への流入は非常に小幅で、京阪神地域

では逆に人口が流出していたためである（図表2参照）。 

この時期に大都市圏（とりわけ首都圏）への人口流入を

もたらしたのは、“人・モノ・カネ・情報”の大都市（東京）への

集中である。当時は全国から企業の本社機能が次々に東

京へ移転し、また、金融、不動産などのサービス産業も発展

したことで雇用機会が増大した。その結果、東京の経済活

動は活発になり、地方との所得格差が拡大した。 

“経済移民”の存在自体が示すように、人口は基本的に

所得が低いところから高いところへと移動する（注5）。図表6は、

東海地方の転入超過率と所得水準（＝一人あたり県民所

得の全国平均を1とした相対値）の変化を表しているが、や

はり東海地方においても所得水準が高い時期には転入超

過率が高くなる傾向が見られる（注6）。中でも大都市ブーム

期は、高度経済成長期に続いて東海地方の相対的な所得

水準が高い時期にあたる。この時期に東海地方の所得水

準が高くなったのは、東海地方自身の要因というよりも、東

京にリードされる形での「大都市圏と地方との経済格差・所

得格差の拡大」によって副次的にもたらされたものというこ

とができるであろう。 

　 

図表4 受入地域別の集団就職者送出地域の構成比（1962年） 

（注）・地域区分は次のとおり（ここに挙げた以外の地域は一般の地域区分に準じる）          
　      京浜：東京､神奈川　甲信：山梨､長野　北陸：新潟､富山､石川､福井　阪神：大阪､兵庫     
        ・　　は50%以上、　　は30%以上50%未満、　　20%以上30%未満。   
        ・送出地域の構成比は、ここに挙げた7地域からの就職者の合計を100とした構成比。         
        ・集団就職者は中学と高校の合計。         
出所： 労働省「労働白書」（1964年版）　第1-62表をもとに共立総合研究所作成         
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図表 5 愛知県で就職した人の出身地域構成比（1965年度中学卒業者・男女別） 

出所： 愛知県「職業安定年報」（1965年）をもとに共立総合研究所作成 
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（注）・所得水準は、東海三県の一人あたり県民所得（各県の一人あたり県民所得を各県の人口で加重平均）を、一人あたり県民所得の全国平均で除した値。 
　　 ・転入超過率と外国人増加率については図表1の注を参照。         
　　 ・所得水準については、計算の基礎になる一人あたりの県民所得の計算方法が期間によって若干異なるため。データが連続しない部分のグラフには空白を入れた。 
　　  1955年～1974年：68SNA（1980年基準）     　　1975年～1989年：68SNA（1990年基準）    
　　  1990年～1997年：93SNA（1995年基準）     　　1998年～2006年：93SNA（2000年基準）    
出所： 内閣府「県民経済計算」他をもとに共立総合研究所作成 

図表6 東海地方の転入超過率と所得水準 
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（3）第Ⅲ期：国境を越えた人口流入が始まった 
　  「外国人労働者流入期」 
3度目の人口流入期は、1990年から2007年までの「外国

人労働者流入期」である（注7）。わが国への外国人の流入は、

1990年の「出入国管理および難民認定法」（以下、「入管法」）

の改正が契機となり一気に増加した。改正のポイントは、日

系人に対して新しく「定住者」という在留資格を設け、単純

労働への従事を認めたことである。これにより、製造業が集

積する東海地方には、単純労働者としてブラジルなどから

日系外国人の流入が急増した（図表7）。それに加えて、こ

こ数年は「研修生・技能実習生」（注8）という形で中国人の

増加も目立っている。前掲図表１のとおり、外国人労働者流

入期になってからは、東海地方では外国人増加率が国内

からの転入超過率をほぼ一貫して上回っている。 

その結果、わが国の総人口に占める割合が8.9%の東海

地方に、外国人人口全体（215万人）の15%にあたる33万

人が集まっている（2007年末現在）。図表8は、外国人労働

者を在留資格による就労制限の種類別に分けて、それぞ

れについて東海地方の構成比を表したものである。これを

見ると、就労制限がなく単純労働に従事できる外国人労働

者は、東海地方が26.0%（静岡県を加えると36.6%）を占め

ている。また、事実上単純労働者化している技能実習生の

在留資格である「特定活動」（ワーキングホリデーも含む）

の外国人労働者も、東海地方の構成比は22.0%と高い。そ

の一方で、専門・技術分野の外国人労働者や、アルバイトに

従事する留学生については、東海地方の構成比は総人口

のシェア並みかそれ以下にとどまっている。さらに、単純労

働に従事する外国人労働者は、雇用上の地位が不安定な

派遣労働者や請負労働者が多いと言われているが、製造

現場等で単純労働外国人が多く雇用されている東海地方

では、外国人労働者に占める派遣・請負労働者の割合も他

地域に比べて非常に高い（図表9）。 

 

（4）第Ⅳ期：全国から“元気なナゴヤ”に派遣・    
       請負社員や期間従業員が集まった 
      「国内非正規雇用者流入期」 
前述の外国人労働者流入期と重なる2004年から2007

年にかけての東海地方への最も新しい人口流入は、「国内

非正規雇用者流入期」と呼ぶことができる（注9）。 

1990年以降、東海地方には外国人の流入が増加したが、

国内人口移動については大都市ブーム期後の1993年から

10年あまりの間、転入と転出がほぼ均衡していた。これが

2004年になると、再び転入超過が明らかになってきた。 

この時期に転入超過が進んだ要因としては、好調な自動

車産業に牽引された、いわゆる“元気なナゴヤ”に雇用を求

めて地方から多くの人が東海地方にやってきたためと考え

られる。この時期の東海地方および愛知県の人口流入を

相手地域別にみると、集団就職期と同様に、九州からの流

①就労制限なし 
（223,820人） 

外国人労働者全体 
（486,398人） 

②技能実習等 
（ワーキング 
ホリデー含む） 
（94,769人） 

③在留資格に認められた 
　専門･技術分野  

（87,878人） 

④留学生･就学者の 
資格外活動 
（アルバイト） 
（70,833人） 

（参考）  総人口 
    （127,771千人） 

図表8 就労制限の種類別にみた外国人労働者に占める東海地方の構成比 

（注）・①～④に該当する在留資格は次の通り。 
          ①永住者､日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者　②特定活動　③教授､芸術､宗教､報道､投資・経営､法律・会計業務､医療､研究､教育、技術､人文知識･ 
          国際業務､企業内転勤､興行､技能　④在留資格が留学または就学で資格外活動が認められｱﾙﾊﾞｲﾄ等に従事する者。なお、在留資格が特別永住者（在日韓国･朝鮮人） 
          および外交､公用の外国人は除く。 
        ・四捨五入の関係で計が必ずしも100%にならない。 
出所： 厚生労働省 「外国人雇用状況の届出状況」（平成20年10月末現在）、総務省「人口推計」（2007年10月）をもとに共立総合研究所作成 
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（注）東海地方は愛知、岐阜、三重の3県。 
出所：法務省「在留外国人統計」をもとに共立総合研究所作成 

（年） 
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図表7 東海地方の国籍別外国人登録者数 
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図表9 地域別の「外国人労働者に占める派遣･請負労働者の割合」 
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入が多い（図表10）。 

ただ、同じように九州を中心とする国内からの人口流入

であるが、高度経済成長期の集団就職による人口流入とは

大きな相違点がある。この点については次章で詳しくみて

いくが、それは、雇用形態が多様化するよりも前に行われた

集団就職が基本的に正規雇用であったのに対して、最近

の国内からの人口流入は外国人労働者と同様に、派遣・請

負社員や期間従業員といった非正規雇用が中心であった

ことである。 

この「国内非正規労働者流入期」に流入した人口のど

れほどが非正規雇用者であったかを直接示すデータはな

いが、2004年から2008年の間に東海地方（4県）で増加し

た雇用者数（39万人）の約6割（23万人）が非正規雇用者

であったことや（図表11）、この期間に大量の期間従業員を

採用していたトヨタ自動車は、その選考会の8割以上を九州・

沖縄をはじめとする東海地方以外の地域で開催していたこ

となどを考えると（図表12）、非正規での雇用機会の増加こ

そが、この時期の東海地方への人口流入の大きな要因になっ

ていたと考えられる。 

 

 

 

 

前章では戦後の東海地方への人口流入を4つの時期に

分けてみてきたが、第Ⅱ期からⅣ期までは時間的につながっ

ている。このためそれぞれの人口流入の要因や背景を考

慮せず、単純に時間軸だけでみれば、東海地方の人口流

入はⅠ期（1955年～1973年）とⅡ～Ⅳ期（1985年～2007年）

の2度としてみることができる。 

ただ、この2つの人口流入は質的に大きな違いがある。

それは、前章でも触れたように、Ⅰ期が「集団就職」という

形での正規雇用での流入であったのに対して、Ⅱ～Ⅳ期

のうち流入規模が大きいⅢ期とⅣ期については非正規雇

用を中心とした流入であったという点である。この違いは、

東海地方の経済・社会における、これらの経済移民が占め

るポジションに大きな影響を与えることになったと考えられる。

この点についてさらに考察を深めるために、まず、第Ⅰ期に

東海地方へ流入した集団就職者の特徴について細かくみ

ていきたい。 
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高度経済成長期に最も多くの集団就職者が流入したの

は、当然のことながら東京（首都圏）である（前掲図表2参照）。

しかし、東京への集団就職者を待っていたのは、必ずしも“豊

かな都会暮らし”ではなかった。 

ここで興味深いデータがある。図表13は、1964年3月に中

学を卒業し、東京都と愛知県のそれぞれで就職した者につ

いて、「地元（都内・県内）出身者」と「他県出身者」とに分

けて、就職先企業の規模別割合を表している。これをみると、

東京都では都内出身者の半数近くが従業員数500人以上

の企業に、そして8割以上が従業員数100人以上の企業に

就職しており、従業員29人以下の中小零細企業に就職し

たのはわずか3.3%にすぎない。これに対して、都外出身者

で従業員100人以上の企業に就職できたのは4割ほどに過

ぎず、3割が従業員29人以下の企業に就職している。この

ように東京都では、地元出身かどうかで就職先企業の規模

に極めて大きな違いがみられる。ところが愛知県の場合には、

県内出身かどうかで就職先企業の規模に大きな違いはみ

られない。従業員29人以下の企業へ就職した者の割合を

比べると、むしろ県外出身者（13.3%）の方が県内出身者（18.4%）

よりも低い。 
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